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法人課税 業績連動給与の手続きの見直し

1．改正の概要

2．適用時期
2019年4月１日以後に支給に係る決議をする給与について適用する。
なお、2019年4月１日から2020年3月31日までの間に支給に係る決議をする給与については、現行の手続きによる損金算入を認める経過

措置を講じる。

3．実務上の留意点
今回の改正で要件が緩和されることにより、業績連動給与の普及が期待されるが、改正後も「業務執行役員が自己の業績連動給与の決

定等に係る決議に参加していないこと」が要件であるため注意が必要である。

（1）趣旨
2017年度の税制改正により、利益連動給与から業績連動給与へと名称変更され、支給額の算定基礎として株価等を採用することができる

ようになったが、企業における業績連動給与の普及はそれほど進んでいない。
その要因の一つとして、報酬委員会等による報酬決定手続（適正手続要件）が厳格すぎるとの指摘がされていた。そこで、制度の普及を促

すために、手続要件の緩和が行われる。

（2）内容

＜適正手続要件＞

改正前 改正案

業務執行役員が報酬委員会等の委員でないこと 左記を撤廃し、業務執行役員が自己の業績連動給与の決定等
に係る決議に参加していないことという要件を追加

新設 報酬委員会等の委員の過半数が独立社外役員であること及び
委員である独立社外役員の全てが業績連動給与の決定に賛
成していることを追加

監査役会設置会社における監査役の過半数が適正書
面を提出した場合の取締役会の決定及び監査等委員
会設置会社における監査等委員の過半数が賛成して
いる場合の取締役会の決定が必要

左記を撤廃
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